
（２）性的搾取等・性暴力
（現状）児童買春事犯等の検挙件数 4,210(R2）→4,850(R6)
 こども性暴力防止法の施行準備と着実な実施
 「子供の性被害防止プラン2022」を強力に推進
 「生命（いのち）の安全教育」等の推進、SNSに起因する事犯や性的ディープフェ

イク等新たな形態の被害への対応等
 地方公共団体とも連携した再犯防止対策の推進
 こどもが相談しやすい相談体制の構築、総合的な支援の提供
 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備

（３）いじめ

(現状)いじめの認知件数 517,163（R2）→769,022（R6）

 いじめの未然防止教育の充実による未然防止、被害児童・生徒への心のケア、
児童生徒が相談しやすい体制の充実等による早期発見・早期対応

 ネットいじめの課題やSNS上における暴力行為等の動画の投稿・拡散等を踏ま
え、ネットいじめの対応等に関する教職員の適切な理解の促進や、情報モラル
教育の充実

 いじめの重大事態の調査等による再発防止

（４）体罰
(現状)体罰に係る懲戒処分等 485(R2)→419(R6)

 学校での体罰等：不適切な指導の防止を含め、通知や研修会の実施、「部活動
改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」の周知徹底

 家庭での体罰：児童福祉法等改正による体罰の禁止、民法の懲戒権規定見直
しを受けた、体罰によらない子育てについての周知

 スポーツにおける体罰等：改正スポーツ基本法を踏まえた、指導者養成、「ス
ポーツ団体ガバナンスコード」やガイドラインの周知

Ⅴ 今後の行動計画の実施
 政府だけでなく市民社会等と共に議論できる枠組みの下で、毎年、官民が連携

して行動計画の実施状況の評価・モニタリングを行う。実施状況は国際会議等
でも発信。2030年を目処に見直し等を実施。今後の見直し等はこどもの声も踏
まえて進めていくことを検討する。

●本計画は、国際枠組み（旧GPeVAC）参加を経緯として2021年8月に初めて策定。今回４年度ぶりの改定を行うもの。

●現計画策定以降の、こども家庭庁の発足、こどもの意見聴取の仕組み（こども若者★いけんぷらす）の設置、こども基本法の施行、こども性暴力防止法の成立、そ
の他の各省庁の様々な取組の進展等を踏まえ、記述を大幅に更新。

●併せて、こどもまんなかの視点から、こどもに分かりやすいよう名称を変更したほか、グラフ・表、画像を用いて読みやすくした。

●改定に当たっては、市民社会やこどもたちからの意見も積極的に取り入れた。
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Ⅰ 序論
 子どもに対する暴力をなくすことは、SDGsに掲げられるなど、国際社会が一致

して取り組むべき課題。日本は国際的枠組みに参加するなど、積極的に国際
社会の取組に関わってきたところ

 こども家庭庁の発足、こども基本法の施行、国際的動向等を踏まえつつ、行
動計画を改定する。計画の実施を通じて引き続きこどもに対する暴力をなくす
取組を推進し、日本の取組の発信によって、世界における子どもに対する暴
力をなくす機運を高めることにも貢献していく

Ⅱ 行動計画策定以降の進展と優先して取り組むべき課題 
 行動計画の下多くの進展が見られたが、いまだ多くの課題が残っている。

引き続き虐待、性的搾取等・性暴力、いじめ、体罰を優先課題として対策を推
進。こどもの権利についての普及等も進める。

Ⅲ こどもの権利と意見反映

 こどもの意見表明は児童の権利に関する条約の４つの原則の１つであり、本
計画の改定にも、こども家庭庁の「こども若者★いけんぷらす」を活用してこど
も・若者の意見を聴き、反映

Ⅳ 各課題における現状と行動計画
（１）虐待

（現状）児童相談所における虐待相談対応件数 205,044(R2)→223,691(R6)
 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の提供等による児童虐待の

発生予防及び、児童相談所虐待対応ダイヤルの周知等による児童虐待の早
期発見の取組

 児童虐待発見時の迅速な安全確保、適切な保護
 家庭養育優先の原則に基づく、児童虐待を受けた児童の保護、支援
 2026年度までに、こども家庭センターを全国の市町村で設置し、児童相談所

における児童福祉司を全国で7,390人配置する
 学校、児童相談所、警察等の関係機関による緊密な連携を図る

これまでの経緯と改定のポイント

概要
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